
介護サービス事業者の業務管理体制整備に係るＱ＆Ａ
１　業務管理体制の整備に関すること
	（問１）法人グループ全体の業務管理体制が整っていることを条件に，Ａ法人の法令遵守責任者として，同じグループであるＢ法人の職員を選任することはできるか。


（答）業務管理体制は事業者自らが法人形態等に見合った合理的な体制を整備することが必要であり，法令遵守責任者の選任に当たって資格要件等を求めていないが，法令遵守責任者は事業者内部の法令等遵守を徹底することができる者が　　選任されることを想定している（グループを構成する個々の事業者内部における権限行使が想定されることから，何ら権限を有しない他の法人職員が法令遵守責任者に選任されることは想定していない）。
	（問２）業務管理体制の具体的な内容は，法人において定めることとなっている
が，求められる体制，実施すべき内容を明確にしないと実効性がないのではないか。
（それらが明確になっていないと，法令遵守責任者を選任し届出があった事業者に対し，届出内容の検査を行う場合，法令遵守責任者の業務内容に踏み込むことが困難となる。）


（答）業務管理体制の整備は介護サービス事業者に課せられた義務である。事業者　　自らに事業の形態・規模等を考慮し個々の事業者に見合った実効性のある法令等を遵守する体制を整備（運用）させる仕組みである。
　　　行政は，事業者の取り組みについて確認し，問題点が認められた場合には，事業者自らが業務管理体制の改善を図り，法令等の遵守に取り組まれるよう　　意識づけを行うことが重要である。
	（問３）事業所等の数が20以上の場合，業務が法令に適合することを確保するた
めの規程は，どのようなものを提出すれば良いか。


（答）規程には，事業者の従業員に少なくとも法及び法に基づく命令の遵守を確保
するための内容を盛り込む必要があるが，必ずしもチェックリストに類するも
のを作成する必要はなく，例えば，日常の業務運営に当たり，法及び法に基づ
く命令の遵守を確保するための注意事項や標準的な業務プロセス等を記載した
ものなど，事業者の実態に即したもので良い。
　　　届け出る「規程の概要」は，必ずしも改めて概要を作成する必要はなく，こ
の規程の全体像がわかる既存のものでも良い。また，法令遵守規程の全文を添
付しても良い。
	（問４）事業所等の数が100以上の場合に行う業務執行の状況の監査は，どのよう
なものか。


（答）事業者が医療法人，社会福祉法人，特定非営利法人，株式会社等であって，
既に各法の規定に基づき，その監事又は監査役（委員会設置会社にあっては監
査委員会）が法及び法に基づく命令の遵守の状況を確保する内容を盛り込んで
いる監査を行っている場合には，その監査をもって介護保険法に基づく「業務
執行の状況の監査」とすることができる。

　　　なお，この監査は，事業者の監査部門等による内部監査又は監査法人等によ
る外部監査のどちらの方法でも良い。また，定期的な監査とは，必ずしも全て
の事業所に対して，年１回行わなければならないものではないが，例えば事業
所ごとの自己点検等と定期的な監査とを組み合わせるなど，効率的かつ効果的
に行うことが望ましい。

届け出る「業務執行の状況の監査の方法の概要」については，事業者がこの
監査に係る規程を作成している場合には，当該規程の全体像がわかるもの又は
規程全文を，規程を作成していない場合には，監査担当者又は担当部署による
監査の実施方法がわかるものを届け出ること。

	（問５）法人の指定が取り消され，又は新たに指定を受ける場合に，法令遵守責任者は欠格事由上の法人役員に該当するか。


（答）法令遵守責任者であることのみでは，法人の役員にあたらない。
２　業務管理体制の整備に係る届出に関すること
	（問１）この届出はいつ行えば良いのか。


（答）全ての介護サービス事業者（法人）は，介護保険法（以下「法」という。）及び介護保険法施行規則に基づき，監督権者に遅滞なく届出を行うこと。
　　　また，届け出た内容に変更が生じた場合は，遅滞なく関係行政機関に届け出ること。
（注） 監督権者から再三督促があったにも関わらず事業者が届出を行わない場合は，法における指定等取消事由（指定居宅サービス事業者の場合：法第77条第1項第５号）に該当することになります。
　【法第77条第１項第５号】

指定居宅サービス事業者が，第七十四条第六項に規定する義務に違反したと認められるとき。
　【法第74条第６項】
　　　指定居宅サービス事業者は，要介護者の人格を尊重するとともに，この法律又はこの法律に基づく命令を遵守し，要介護者のため忠実にその職務を遂行しなければならない。
【法第115条の32第２項】
介護サービス事業者は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、業務管理体制の整備に関する事項を届け出なければならない。

	（問２）届出を行った後に，新規事業所の開設又は廃止をした場合に，変更届を
提出する必要があるか。


（答）事業所等の数に変更が生じても，整備する業務管理体制に変更が生じない場

　　合は，変更届の提出の必要はない。

　　　したがって，「事業所等の数が次の３区分を超えて増減した場合」・「全ての事業所等を廃止した場合」のみ，変更届の提出が必要である（県ホームページの「業務管理体制整備に関する届出及び検査について」の記載要領（様式第31号）の記載例を参照のこと）。
1 事業所等数が１～19　②事業所等数が20～99　②事業所等の数が100以上

　　　ただし，県内のみで事業を行っていた事業者が，他県において新規指定を受

けた場合など，届出先区分に変更が生じた場合には，上記に関わらず，区分変
更前と区分変更後の行政機関にそれぞれ届出が必要となる（県ホームページの
「業務管理体制整備に関する届出及び検査について」の記載要領（様式第30号）の記載例を参照のこと）。
　　なお，事業所等の指定・変更・廃止等に際し，業務管理体制に関する届出を行う必要性の有無を確認する際は，県ホームページの「チェックリスト」を活用されたい。
	（問３）法令遵守規程に変更が生じた場合において届出は必要か。また，その場合において提出期限はあるのか。


（答）届出事項に変更があったときは，遅滞なく，その旨を当該届出を行った者に
　　届け出なければならない（法第１１５条の３２第３項）。                  
　　　ただし，届出事項は省令により「規程の概要」としているため，字句の修正　　等，業務管理体制に影響を及ぼさない軽微な変更についての届出は必要ない。
	（問４）Ａ市内に所在する指定地域密着型サービス事業者（Ａ市内のみで事業展　　　開している事業者）をＡ市の同意を得てＢ市も指定している場合の業務管　　　理体制の整備の届出は，Ａ市及びＢ市の両市に行うことになるのか。


（答）事業者が所在するＡ市のみに届け出ることとなる。
	（問５）日本赤十字社，社会福祉法人恩賜財団済生会は，全国に事業所がある法　　　人だが，事業所指定は都道府県支部名で行っている。この場合，事業者監　　　督権者は厚生労働大臣か都道府県知事となるのか。


（答）厚生労働大臣となる。
　　　事業者が同一事業者であるかどうかの判断は，指定事業所等の指定申請者にかかわらず，事業者の設立形態により判断されたい。
	（問６）介護予防支援事業所の届出先は，県と市町のどちらか。


（答）介護予防支援事業所は市町が指定するが，届出先は県となる。
　　　市町へ届出を行う事業者は，地域密着型サービス（予防含む）のみを行い，その全ての指定事業所等が同一市町内に所在する事業者である。
	（問７）地方公共団体が指定管理者制度を活用する事業所・施設について，地方公共団体と指定管理者のどちらが業務管理体制を整備し，届け出るのか。


（答） 法第115条の32において，業務管理体制の整備及びその届出を行う主体は｢介護サービス事業者｣とされ，具体的には，居宅サービス事業，地域密着型サービス事業（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護は除く。）等についてはそれぞれのサービスの事業者，地域密着型介護老人福祉施設及び介護保険施設についてはその開設者とされていることから，「地方公共団体が設置する介護サービス提供施設における指定管理者制度の取扱いについて」（平成１９年３月３０日付け老計発第０３３０００６号・老振発第０３３０００２号・老老発第０３３０００４号厚生労働省老健局計画課長・振興課長・老人保健課長通知）１（２）①，②及び③において介護保険法上指定若しくは許可の申請を行うべきとされている者が，業務管理体制の整備及びその届出を行うものである。

なお，地方公共団体が業務管理体制の整備及び届出を行う場合であっても，同通知２の趣旨を踏まえると，地方公共団体は，当該施設の管理運営にかかる責任を有する者として，指定管理者においても適切な業務管理が行われるよう，条例や指定管理者との間で締結する協定等により，必要な措置を講ずることが望ましい。

３　事業所数の数え方について
	（問１）事業所数を数えるにあたって，介護予防の指定を併せて受けている事業
所は，どのように数えるのか。


（答）事業所等の数については，その指定を受けたサービス種別ごとに１事業所と

数え，同一の事業所番号であっても，サービス種別が異なる場合は異なる事業
所等として数える。
例えば，訪問看護事業所が「訪問看護」と「介護予防訪問看護」の指定を併せて受けている場合，事業所数は「２」と数える。
	（問２）事業所数を数えるにあたって，併設のショートステイと空床のショートステイを行っている場合は，どのように取り扱うのか。


（答）事業所等の数については，その指定を受けたサービス種別ごとに１事業所と
数え，同一事業所番号であっても，サービス種別が異なる場合は異なる事業
所等として数える。
　　　従って，併設のショートステイと空床のショートステイは別に数え，それぞ
れで介護予防のショートステイを行っていれば，これらも別に数える。
　　　なお，ここでいう空床のショートステイには，介護老人保健施設及び指定介護療養型医療施設，介護医療院が行う施設みなしショートも含まれる。
	（問３）事業所数を数えるにあたって，「みなし事業所」は除くとあるが，どのような事業所が「みなし事業所」にあたるのか。


（答）保険医療機関（病院・診療所・薬局）が行う居宅サービス・介護予防サービス（居宅療養管理指導，訪問看護，訪問リハビリテーション及び通所リハビリテーション，短期入所療養介護）であって，健康保険法の指定があったとき，介護保険法の指定があったものとみなされる事業所（医療みなし事業所）をいう。
　　　従って，健康保険法上の保険医療機関が実施する通所リハビリテーション，短期入所療養介護は「みなし事業所」の扱いになるが，介護老人保健施設，介護医療院が行う通所リハビリテーション，短期入所療養介護はこの扱いに該当せず，事業所数から除外しない。
　　　
	（問４）事業所数を数えるにあたって，障害者自立支援に係る事業を行っている場合は，どのように取り扱うのか。


（答）介護保険法上の指定又は許可を受けている事業所等のみを数え，障害者自立
　　支援等その他のサービスについては，事業所数に入れない。

	（問５）事業所数を数えるにあたって，休止している事業所は，どのように取り扱うのか。


（答）休止している事業所も含めて数え，廃止した事業所は数えない。
	（問６）事業所数を数えるにあたって，訪問介護における出張所等（いわゆる
「サテライト事業所」）も１事業所として数えるのか。


（答）サテライト事業所は、待機や道具の保管、着替え等を行う出張所等として、「指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について」（平成11年9月17日老企第25号）により、本体事業所に含めて指定することができるとされている。

したがって、サテライト事業所は、整備すべき業務管理体制の基準となる「指定等を受けている事業所等」の数には含まれない。
４　その他
	（問1） この届出を行った後，広島県が付番する「事業者（法人）番号」は，ど

うすれば確認できるか。


（答）ホームページの以下の場所に掲載しているので，適宜参照されたい。
広島県ホームページ：http://www.pref.hiroshima.lg.jp
　　　　　組織でさがす　⇒　健康福祉局　⇒　医療介護基盤課　⇒　業務管理体制整備に関する届出及び検査について
	（問２）県は，今後業務管理体制の監督をどのように行うのか。


（答）一般検査と特別検査の２種類の検査を行うことを予定している。
　（１）　一般検査

　　　　　業務管理体制の整備・運用状況を確認するため，定期的（概ね６年に１

回）に行う検査

　（２）　特別検査

　　　　　指定事業所等の指定等取消相当の事案が発覚した場合に，当該事業所の

　　　　本部に立ち入って当該事案への組織的関与の有無の検証等を行う検査


